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 保険代理店１）経営者を対象に聞き取り調査
 調査対象は小中規模２）の代理店（法人・個人）に限定
 調査対象には専業代理店以外も含む

 １０年前と現在の経営環境を比較し問題点を把握
 委託型募集人システム禁止による影響
 今後の代理店経営上の課題

１） 以下、代理店とする

２）小規模：募集人３名以下または損保基準総収保１億円以下

中規模：募集人２０名以下または損保総収保２０億円以下
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代理店の種類－１

・専業代理店
保険代理業務のみを行う代理店

・兼業代理店
主業の他に副業として保険代理業務を行う代理店主業の他に副業として保険代理業務を行う代理店

（例）不動産・会計事務所・自動車整備工場など

・損害保険代理店
・生命保険代理店
・総合代理店（生損保兼営代理店）
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代理店の種類－２

・専属代理店
一社専属（系列保険会社を含む）で保険代理業務を行う代理店

（例）損保：東京海上日動火災
生保：東京海上日動あんしん （ミレアグループ系）

・乗合代理店
複数の損保・生保会社の商品を扱う代理店

（乗合例）
損保：東京海上日動火災・三井住友海上火災・ＡＩＵ損害保険など
生保：東京海上日動あんしん生命・日本生命・ＡＸＡ生命など
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代理店の種類－３

・個人代理店
個人事業主として営業する代理店
代理店主のみ、使用人（家族を含む）のいる非法人代理店
地域密着型代理店

・法人代理店
株式・有限会社形態
代理店主のほか複数の使用人がいる代理店
地域密着型・広域展開型・全国展開型代理店
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（１） 個人代理店 ７店

（２） 法人代理店 １３店

（３） 小規模代理店 損保総収保１億円以下（または募集人３名以下） １８店

（４） 中規模代理店 損保総収保２０億円以下（または募集人２０名以下） ２店

（５） 専業代理店 国内系保険会社 １１店 外資系保険会社 １店

（６） 兼業代理店 ８店(整備工場・不動産会社・会計事務所・その他）

（７） 専属代理店 国内系保険会社 ７店 外資系保険会社 １店

（８） 乗合代理店 損害保険会社 １２店 生命保険会社 １２店

（９） 乗合会社数 損保乗合数 ２～１２社 生保乗合数 ２～１０社

（１０）地域密着型代理店 市内のみ事務所を構えるもの １６店
都道府県内に複数の事務所を構えるもの １店

（１１）全国展開型代理店 ３店
（フランチャイズを含む）

複数に属する代理店があるため合計数とサンプル総数は一致しない
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代理店経営環境の変化－１ （２０００年代～２０１４年）

（１）代理店事務所環境
・住宅の一室／専用事務所
・ＦＡＸ・コピー機等ＯＡ機器導入
・機械化（コンピューター処理化）
・耐火金庫
・デイリー精算の導入
・使用人採用（個人事業主から法人経営へ）
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（２）保険会社主導の施策
・規模
・損害率
・保険会社指定商品販売率
・事故処理能力
・不良契約者排除（高損害率契約や低等級（デメリット）契約等を含む）
・地域による引き受け規制（季節的なもの、構造的なものを含む）
・他社乗合制限（禁止あるいは代理店手数料削減）
・系列生命保険会社への強制登録および損保社による生保販売管理



（３）社会環境の変化
・保険会社の合併
・生命保険の乗合解禁
・インターネット普及
・金融の自由化
・保険の通信販売
・保険の銀行窓販
・４０１ｋ

代理店経営環境の変化－２ （２０００年代～２０１４年）
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・４０１ｋ

（４）代理店手数料体系の変更
・一律の代理店手数料（算定会料率時代）から保険会社ごとの手数料へ

（損保資格制度：初級・普通・上級・特級）
（生保共通過程制度：一般・専門・応用・生保大学・変額資格）

・代理店ランク制度
・中核代理店制度（総代理店制度）



（５）毎年変わる代理店手数料３）（例：損害保険）
・代理店手数料＝保険料×適用代理店手数料率
・適用代理店手数料率

＝商品別標準代理店手数料×代理店評価ポイント／１００
・代理店評価ポイント

＝業務評価ポイント＋付加ポイント＋成長性・収益性ポイント
（１）業務評価ポイント

＝適切な保険募集を行うための評価項目
（顧客対応・契約プロセス・事務処理）

代理店経営環境の変化－３ （２０００年代～２０１４年）
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（顧客対応・契約プロセス・事務処理）
＝契約管理システムの導入の有無
＝アフターフォロー（対顧客）
＝デイリー精算代理店・預貯金代理店
＝直接計上率評価
＝証券直送率
＝事故対応力資格
＝事故受付オンライン入力
＝事故発生時苦情率

３）複数保険会社の制度から報告者が編集



（２）付加ポイント
＝資格加算

（日本代協「保険代理士」・損保総研が行う各種研修
・損害保険大学課程）

＝規模加算（5000万円以上6.5P・1億以上12P・5億以上14P等）
＝専属代理店加算
＝キャッシュレス加算

代理店経営環境の変化－３ （２０００年代～２０１４年）
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＝キャッシュレス加算
＝継続率（95％以上2P・85％以上0P・85％未満-3P等）
＝インターネット約款推進率（紙約款は渡さない）（50％以上1P等）
＝Web証券率（保険証券は発行しない）



代理店経営環境の変化－３ （２０００年代～２０１４年）

（３）成長性・収益性ポイント（Ａ損害保険会社の例）

増収率ポイントテーブル

増収率
30％以上

30％未満
25％以上

25％未満
20％以上

20％未満
15％以上

15％未満
10％以上

10％未満
7％以上

7％未満
5％以上

5％未満
3％以上

3％未満
1％以上

1％未満
0％以上

0％未満

一般５種目保険料

１億以上 8.0 6.5 6.0 5.5 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 2.0 0.0 

5,000万以上 6.0 5.5 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 2.5 2.5 2.0 0.0 

3,000万以上 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 3.0 2.5 2.5 2.0 2.0 0.0 

1,000万以上 4.0 3.5 3.5 3.0 3.0 2.5 2.5 2.0 1.5 1.5 0.0 
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500万以上 3.0 2.5 2.5 2.0 2.0 2.0 1.5 1.5 1.5 1.5 0.0 

損害率ポイントテーブル
平均
42.4% ：

３年度通算損害率

20％未満
25％未満
20％以上

30％未
満25％以上

35％未満
30％以上

40％未満
35％以上

45％未満
40％以上

50％未満
45％以上

55％未満
50％以上

60％未満
55％以上

65％未満
60％以上

70％未満
65％以上

80％未満
70％以上

100％未満
80％以上

100％以上

一般４種目保険料
１億以上 13.0 11.0 10.0 9.0 8.0 7.0 6.0 5.0 4.5 0.0 ▲2.5 ▲4.0 ▲6.0 ▲10.0

5,000万以上 9.0 7.0 6.0 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 2.0 0.0 ▲2.5 ▲4.0 ▲6.0 ▲10.0

3,000万以上 7.0 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 2.5 2.0 1.5 0.0 ▲2.5 ▲4.0 ▲6.0 ▲10.0

1,000万以上 5.0 4.0 3.5 3.0 2.5 2.0 1.5 1.0 0.5 0.0 ▲3.0 ▲4.0 ▲6.0 ▲10.0

500万以上 3.0 2.5 2.0 1.5 1.0 1.0 0.5 0.5 0.0 0.0 ▲3.0 ▲4.0 ▲6.0 ▲10.0



（６）代理店経営環境の変化
・全国型巨大代理店の台頭
・代理店のチェーン店化
・保険会社主導による代理店の統廃合

（１）規模の小さい代理店
（２）高齢代理店
（３）後継者のいない代理店
（４）保険会社の足手まといになる代理店を他の代理店に吸収させる
（５）非専属代理店

代理店経営環境の変化－４ （２０００年代～２０１４年）
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（５）非専属代理店
（６）他社乗合を希望する代理店

・保険代理店数の減少と募集人数の増加
・来店型ショップの進出
・顧客年齢の上昇
・消費者の保険離れ（生活環境における保険必要性の低下）
・代理店経営者としての将来ビジョンの形骸化
・後継者対策



代理店経営環境の変化－５ ４）

代理店実在数の推移

（国内会社、外国会社合計）
年度 代理店数 増減数 増減率
1994(H6)   470,541     2,508      0.5%
1995(H7)   476,217     5,676      1.2%
1996(H8)   623,741  147,524     31.0%
1997(H9)   592,126  -31,615     -5.1%

年度 代理店数 増減数 増減率

2004(H16) 286,576  -19,260      -6.3%

2005(H17)  266,753  -19,823      -6.9%

2006(H18) 253,810  -12,943      -4.9%

2007(H19) 235,846  -17,964      -7.1%
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1997(H9)   592,126  -31,615     -5.1%
1998(H10)  593,872     1,746      0.3%
1999(H11)  570,919  -22,953     -3.9%
2000(H12)  509,619  -61,300   -10.7%
2001(H13)  342,191 -167,428  -32.9%
2002(H14)  323,139  -19,052     -5.6%
2003(H15)  305,836  -17,303     -5.4%

2007(H19) 235,846  -17,964      -7.1%

2008(H20) 217,864  -17,982      -7.6%

2009(H21) 207,903    -9,961    -4.6%

2010(H22) 202,098    -5,805    -2.8%

2011(H23) 197,005    -5,093    -2.5%

2012(H24) 194,701    -2,304     -1.2%

2013(H25) 192,007    -2,694     -1.4%

４）出所 日本損害保険協会
http://www.sonpo.or.jp/archive/statistics/boshu/pdf/index/dairiten_suii1.pdf



代理店経営環境の変化－６ ５）
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５）出所 日本損害保険協会
http://www.sonpo.or.jp/archive/statistics/boshu/pdf/index/chaneru_dairiten2008_2013.pdf 



代理店経営環境の変化－７ ６）
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６）出所 日本損害保険協会
http://www.sonpo.or.jp/archive/statistics/boshu/pdf/index/chaneru_boshujujisha2008_2013.pdf 



（１）採用に関する問題点（人材面）
（１）個人事業主の問題点

・使用人採用問題
・優秀な人材は欲しい
・優秀すぎる人材はいらない
・使用人の不正に対する懸念
・使用人退職（独立）時の契約分担問題
・後継者問題
・保険会社主導の統廃合の対象

代理店経営の現状と問題点－１
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・保険会社主導の統廃合の対象

（２）法人代理店の問題点
・上記（１）個人事業主の問題点

＋
・Ｍ＆Ａによる取り扱い規模（収入保険料）の拡大
・採用形態
・委託型募集人（企業内自営業者＝歩合制）
・社員募集人（給与形式）
・社員管理



（２）経営に関する問題点（資金・収益・社員教育面）
（１）個人事業主の問題点

・ＯＡ化への乗り遅れ（保険会社コンピューターシステム等）
・代理店主死亡時の対応（親族が引き継ぐことはできない）
・保険商品の進歩に対する理解度の低下
・同業界・周辺業界への関心の無さ
・Ｍ＆Ａでの資金不足
・他人を社内に入れることへの抵抗（いつまでも自分が経営者）

代理店経営の現状と問題点－２
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（２）法人代理店の問題点
・委託型募集人形式による「船頭多くして船山へ上る」
・企業内自営業者（社員管理不十分）
・代理店ランク維持（Ｍ＆Ａによる反動）
・社長と社員（元経営者）の経営観の相違
・代理店規模拡大の低迷時に代理店手数料の減少（自動車保険など）
・雇用環境整備
・代理店使用人要件の厳格化
・顧客年齢の上昇（個人・法人代理店共通）



（３）保険会社に対する問題点（業務委託関係等）
（１）個人事業主の問題点

・代理店統廃合の対象
・代理店手数料低下時でも他社乗合できない（特に研修生出身者）

（２）法人代理店の問題点
・中核代理店（総代理店）になれるか
・自由に他社乗合ができない

（他社乗合をすると手数料減や委託解除につながる）

代理店経営の現状と問題点－３
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（他社乗合をすると手数料減や委託解除につながる）
・保険会社から出向社員を受け入れることのメリットとデメリット
・経営者が経営者本来の仕事ができない

（自分が扱っていた契約をどうするか）

（３）共通問題
・保険契約や顧客の所属に対する考え方の相違

（１）保険会社：契約も顧客も保険会社の財産
（２）代理店 ：契約は保険会社、顧客は代理店の財産



（１）委託型募集人問題
（１）代理店経営体制の問題

・保険募集の再委託禁止（保険業法第275条第4項３に規定する場合を除く）

・保険代理店の「態勢整備義務」 （保険募集に係る業務を適切に行うための体制整備）

・保険募集人（使用人）要件の厳格化
・保険募集人は保険代理店（管理者）からの指示・監督・命令を

受けながら代理店事務所に毎日、または定期的に出社して業務を

代理店経営の課題－１
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受けながら代理店事務所に毎日、または定期的に出社して業務を
行う実態が無ければならない

・平成27年3月末までに新たな募集体制への移行完了
・関係諸法の順守（雇用・労働関係等）

（２）保険会社主導で吸収した代理店（募集人）で収保の低い募集人を
どうするか（代理店手数料収入より支出が多く赤字になる場合）

・人件費（最低賃金）や雇用環境問題



【改善策】（新たな問題の発生）

（１）雇用
（２）派遣
（３）出向
（４）新たな法人代理店を設立し、その役員または使用人になる
（５）使用人を退職し個人代理店に戻る（新たな問題の発生）

（６）個人代理店三者間スキーム
（７）廃業

代理店経営の課題－１

個人代理店三者間スキーム
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保険会社

指導代理店 新設代理店
（現在の委託募集人）

代理店委託契約 代理店委託契約

指導・打ち合わせなど

業務報告など

個人代理店三者間スキーム



改善策に付随する新たな問題
・給料総額の設定
（１）本部利益・本部経費に対する控除率の設定
（２）社会保険料
（３）本人経費（会社で経費精算・募集人（社員）が確定申告）
（４）早期解約戻入金
（５）手数料不足時の積み立て
（６）最低賃金（自給・日給・週休・月給）・残業代
（７）雇用形態（正社員・パート）

代理店経営の課題－１
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（８）入社暦が短く月払契約が多い場合や入社前の年払契約が多い場合の
給与補填

（９）募集人が独立・退職した時の契約取扱い（管理や移管など）
（１０）就業規則や雇用規則の作成



（２）「保険業法の一部を改正する法律」（平成26年5月30日公布）

・意向把握義務 保険業法第２９４条の２

・情報提供義務７） 保険業法第２９４条第１項

・代理店の態勢整備義務 保険業法第２９４条の３第１項

・乗合代理店に係る規制８） 保険業法第２９４条第１項・第２９４条の３第１項・第３０３条・第３０４条

・委託先管理責任（委託先に対する立ち入り検査）９） 保険業法第３０５条２項

代理店経営の課題－１
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・委託先管理責任（委託先に対する立ち入り検査）９） 保険業法第３０５条２項

７）現時点では機関投資家が対象になっているが、広義に解釈すれば保険販売の一部を成す保険代理
店制度は、将来的に保険代理店も売り手責任として情報提供義務に「責任ある機関投資家」の諸原則
《日本版スチュワードシップ・コード》が取り入れられるのではないか

８）追加的体制整備義務（複数保険会社間の商品比較、推奨販売を行う乗合代理店）

９）保険代理店の委託業務先（メールサービス会社、コンピューター保守会社など）の責任を負うだけの
資金力や保険付保ができるか



（３）手数料維持
・手数料の低下を加速させる要素

（１）増収の鈍化
（２）損害率

【改善策】
（１）増収（他代理店の吸収後の高齢代理店契約を固定給で

「社員」として採用し、歩合制を是正する）

代理店経営の課題－２
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「社員」として採用し、歩合制を是正する）
（２）新規契約獲得には、ターゲット顧客に応じた募集人年齢層を採用

・プラス15歳、マイナス１０歳の法則
（３）優良契約の積み重ね（低損害率の維持）

・顧客を選り好みするだけの余裕があるか
・保険という使命と顧客維持の考え方＝保険会社との考え方にズレ

（４）代理店整理されないための特化した代理店運営
・商品開発のできる代理店



（４）経営ビジョンの明確化
・経営計画を策定していない代理店が非常に多い

【改善策】
（１）単年度計画、３ヵ年計画、５ヵ年計画の策定に合わせた

採用計画と代理店吸収計画
（２）社員教育推進と採用人材の資質の維持

代理店経営の課題－３
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（３）コンプライアンス

（５）代理店ＢＣＰ策定と実効性の確認

（６）事業承継と後継者対策



（１）平成２７年４月以降の代理店経営における新たな問題

（２）大規模代理店と小中規模代理店との経営面での違い

（３）代理店ＢＣＰ策定上の問題

今後の研究課題
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